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１ 計画策定の背景と目的 

野辺地町では、平成 23年に、第５次野辺地町まちづくり総合計画（平成 23年度～令和 2年度）

を策定し、将来像「笑顔あふれるまち のへじ」の創造を目指して、各種施策を積極的に推進してき

ました。 

継続的かつ発展的なまちづくりを推進していくために、次の１０年間を見据えた町の基本指針と

なる第６次野辺地町まちづくり総合計画を策定し、健全財政の維持と住民福祉の向上に向けて、

町政運営を行っていくこととします。 

 

２ 計画の性格と役割 

「総合計画」は、地方自治体が策定する自治体のすべての計画の基本となる、行政運営の総合

的な指針となる計画です。 

野辺地町の将来像実現のためには、財源や人員配置も考慮し、持続可能な行財政運営の実現

に向けた指針となるものです。 

第６次総合計画は、そうした町の最上位計画としての位置づけを踏まえ、今後、本町のまちづく

りの方向性を示すものであり、以下のような役割を果たすものです。 

 

■役割１ 町民参画のまちづくりを進めるための共通目標 

今後のまちづくりの方向性と必要な施策をわかりやすく示し、町民と行政が協働してまち

づくりに取り組むための共通目標となるものです。 

■役割２ 地域経営を進めるための行財政運営の指針 

地方分権時代にふさわしい地域経営の確立に向けて、様々な施策や事業を総合的か

つ計画的に推進するための、行財政運営の総合指針となるものです。 

■役割３ 広域行政に対する連携の基礎 

国や青森県、北部上北広域事務組合1や上十三・十和田湖広域定住自立圏2等の広域

的な行政に対して、本計画実現に向けて必要な施策や事業を調整・反映させていく連携

の基礎となるものです。 

                                                             
1 構成町村は、野辺地町、横浜町、六ケ所村の計３町村 
2 構成市町村は、十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ケ所村、おいらせ町、秋田県小坂町の計

10 市町村 
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３ 計画の構成と期間 

（１）計画の構成 

 
 

（２）計画の期間 

計画期間は、基本構想を 10年間、基本計画を前期・後期各５年間とします。ただし、必要に応じ

て修正するものとします。 

実施計画は３年間以上の計画とし、毎年見直しを行います。 

 

基本構想

基本計画

実施計画

基本構想は、町の特性や町民の意識と

期待、時代変化の方向等を総合的に勘

案し、目指す将来像と、それを実現する

ための基本目標及び基本施策の方針等

を示したものです。 

基本計画は、基本構想に基づき、今後推

進すべき主要施策を行政の各分野にわ

たって体系的に示したものです。 

また、基本計画の分野ごとに今後５年間

で目指すべき目標指標を定めています。 

実施計画は、基本計画の具体的な方

策を示すもので、事業について掲載し

ます。 

第
６
次
野
辺
地
町
ま
ち
づ
く
り
総
合
計
画 

基本構想 １０年間（令和３年度～令和 12年度） 

前期基本計画 ５年間 

（令和３年度～令和７年度） 

後期基本計画 ５年間 

（令和８年度～令和 12年度） 

実施計画（３年間以上分を毎年見直し） 
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•全国的な人口減少

•少子高齢化が進み、様々
なところで担い手不足が深
刻化

•子育て世代の減少が深刻
化

•子どもの数が減少し、学校
の統廃合が進展

人口減少

•労働力不足が深刻化

•人口減少に伴い市場規模
が縮小すると、事業所の撤
退等の可能性

•働き方改革によって多様な
働き方が可能に

•外国人労働者が増加

労働力不
足

•要介護状態になっても、介
護職の不足で介護施設に
入れない状態

•空き家が目立つように

•災害や犯罪の多様化

•消防・救急体制の広域化

•医師不足と広域医療連携

•新型コロナと新しい生活様
式

安全・安心

•ＡＩ・ＩｏＴ・ビッグデータ等の
最新情報技術が飛躍的に
発展

•生活の様々な面で便利に
なる可能性

•通信基盤の強化とそれを
使いこなす必要性の高まり

第４次産業
革命

•自然災害や差別、貧困な
どが世界的に深刻化

•17の国際目標に向けた取
り組み強化

•国だけでなく、自治体にお
ける取組の推進の必要性

ＳＤＧｓ

•インフラ（道路や公共施設
等）の老朽化

•公共交通の利便性低下

•医療や福祉にかかる費用
の増大

•人口減少により税収の低
下

行財政

４ 世の中の動き 
 

   

 

 

345   

                                                             
3 AI とは、「Artificial Intelligence」の略称で、日本語では人工知能をさす。 
4 IoT とは、「Internet of Things」の略称で、日本語ではモノのインターネットと呼ぶ。 
5 ＳＤＧｓとは、Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称で、2015年 9月の国連サミットで採択されたもので、

国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年の 15 年間で達成するために掲げた目標です。 

スマート農業 

女性活躍推進 

関係人口 

生涯活躍推進 

異常気象 

マイナンバー 

見守り活動 

単身高齢者の増加 

空き家・空き店舗 

福祉人材不足 

貧困 

ＬＧＢＴ 

豪雨 

地震 

電子決済 

再生可能エネルギー 

担い手不足 

雪対策 

商業の衰退 
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５ 野辺地町の動き 

（１）データから見る野辺地町 

①人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2040 年の人口ピラミッドでは、80～84 歳がも

っとも多い層になっています。 

2015 年と比べると、ピラミッドの形は逆三角形に

近くなり、年少人口の割合は約 11％程度にまで減る

ことが予測されています。 

男性に比べて女性の年少・生産年齢人口が非常に

少なくなっていくことが見込まれています。 

 

総人口は9,524 人 

出典）総務省「国勢調査」、「野辺地町まち・ひと・しごと創生人口

ビジョン（令和２年３月改訂版）」 

2015 年の人口ピラミッドでは、60～64 歳、65

～69歳が最も多い層になっています。 

老年人口（65 歳以上）は 4,571 人で、年少人口

（０～14 歳）は 1,425 人と、約３倍の差となっていま

す。 

若年層に向かうに従ってグラフが先細りしていく形

をしていることから、将来的に人口減少が加速する

可能性があります。 

 

総人口は 13,524 人 

2015年 

2040年 
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②将来人口予測 

野辺地町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（令和２年３月改訂版）では、本町の人口は今後減

少傾向で推移していくことが見込まれ、約 20年後の 2040年には総人口が 9,524人になることが予

測されています。国立社会保障・人口問題研究所（社人研）6の推計よりも減少率を抑制していく予

測をしており、今後、さらに人口減少対策に取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

                                                             
6 厚生労働省に所属する国立の研究機関であり、人口や世帯の動向を捉えるとともに、内外の社会保障政策や制度についての

研究を行っている。 

＜将来展望での仮定＞ 

①合計特殊出生率…2030年に 1.8、2040年に 2.07に上昇（＝国・青森県ビジョンに準拠）。 

②社会増減･････････2045年に移動均衡（＝国・青森県 ビジョンに準拠）。 

【なぜ２つの推計に開きがあるの？】 
 
社人研の推計は、これまでの傾向が続くとどうなっ
ていくかという推計をしています。一方、野辺地町人
口ビジョン推計では社人研の推計に上記のような仮
定を設定して推計しています。このため、２つの推
計には開きが生じます。 
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③厳しい財政状況 

過去３年間の一般会計における歳出構成比の推移は下表のとおりです。 

 

一般会計（歳出決算額） 

平成 28 年度から平成 30 年度の一

般会計の決算では、歳出総額は約 62

～63 億円でした。このうち、人件費や

扶助費などの義務的経費は40～42％

を占めており、物件費や維持補修費

などのその他経費は 48～52％となっ

ています。公共施設建設や道路整備

などに使える投資的経費はわずか８

～10％にとどまっています。 

今後、高齢化が進行することに伴い、

扶助費の割合が増加していくことが見

込まれます。扶助費は義務的経費に

含まれるため、義務的経費の割合が

増加していく可能性があります。 

また、老朽化が進む公共施設や道

路・橋梁などの維持補修費も増加して

いくことが見込まれます。さらに、人口

が減少していくことで町税の減少も見

込まれます。 

限られた財源を有効に活用すること

が今まで以上に重要になってきていま

す。事業の優先順位を決定し、税収

等の歳入状況を勘案したうえで予算

編成を行い、各施策を推進していく必

要があります。 

持続可能な行財政運営を維持して

いくために、財源の確保、効率的な事

務事業の実施や事業効果の検証等を

継続的に行う必要があります。なお、

新型コロナウィルス感染症による今後

の見通しについても考慮した財政運

営を行っていく必要があります。 

40%

52%

8%

H28
義務的経費（人件

費、扶助費、公債

費）

その他経費（物件

費、維持補修費、補

助費等）

投資的経費

42%

48%

10%

H30
義務的経費（人件

費、扶助費、公債

費）

その他経費（物件

費、維持補修費、補

助費等）

投資的経費

43%

50%

7%

H29
義務的経費（人件

費、扶助費、公債

費）

その他経費（物件

費、維持補修費、補

助費等）

投資的経費
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（２）住民アンケート結果から見る野辺地町 

 

項 目 内 容 

調査対象 18歳以上の町民 

配布数 2,000 

調査方法 郵送による回答 

調査時期 令和元年８月～９月 

回収数 756 

回収率 37.8％ 

 

①住みやすさ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②定住意向 

 

 

 

  

「住みやすい」と「どちらかといえば住みやすい」を合わせた肯定的な意

見は 42.7％となっています。 

一方、「どちらかといえば住みにくい」と「住みにくい」を合わせた否定的な

意見は 26.9％となっています。 

「住み続けたい」と「どちらかといえば住み続けたい」を合わせた肯定的

な意見は 58.4％となっています。 

一方、「どちらかといえば住み続けたくない」と「住み続けたくない」を合

わせた町外への転出意向は 35.5％となっています。 

本調査は、「第６次野辺地町まちづく

り総合計画」の策定にあたって、町

への愛着度や今後の定住意向をは

じめ、町の各環境に関する満足度・

重要度、今後のまちづくりの特色な

ど、町民の意識やニーズを把握し、

計画づくりの基礎資料を得るために

実施したものです。 
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③優先するべき施策 

満足度と重要度の分析結果を踏まえ、今後優先的に取り組むべき施策項目を抽出するための

一つの試みとして、満足度評価と重要度評価を相関させた散布図を作成しました。このグラフ

では、左上隅の「満足度評価最低・重要度評価最高」に近づくほど優先度が高くなり、右下隅

の「満足度評価最高・重要度評価最低」に近づくほど優先度が低くなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優先度の高い順 

1-6 雇用・企業誘致 

1-3 商業 

1-5 観光 

5-3 雪対策 

5-2 公共交通 

6-1 行財政 

4-2 保健・医療 

4-6 社会保障 

3-1 学校教育 

4-1 子育て支援・児童福祉 

5-6 住宅・宅地・定住環境 

1-4 工業 

4-5 高齢者福祉 

1-2 水産業 

5-1 道路・交通網 

4-3 障がい者（児）福祉 

1-1 農林業 

2-2 防犯・交通安全 

5-5 土地利用 

2-1 消防・防災 

5-8 下水道 

6-2 広域行政 

5-4 情報通信基盤 

4-4 地域福祉 

3-2 社会教育・スポーツ 

5-11 環境衛生 

6-4 男女共同参画 

5-10 公園・緑地 

6-5 町民との協働 

5-9 景観・自然環境 

5-7 上水道 

6-3 地域間交流 

3-3 歴史・文化・芸術 

  

1-1

1-2

1-3

1-4

1-5

1-6

2-1

2-2

3-1

3-2

3-3

4-1

4-2

4-3

4-4

4-5

4-6

5-1

5-2

5-3

5-4

5-5

5-6

5-7

5-8

5-9

5-10

5-11

6-1

6-2

6-3
6-4 6-5

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

重
要
度
評
価

満足度評価

優先度高

優先度低
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（３）中学生アンケート結果から見る野辺地町 

 

項 目 内 容 

調査対象 野辺地中学校生徒全員  

配布数 274 

調査方法 学校における配布・回収 

調査時期 令和２年７月 

回収数 258 

回収率 94.2％ 

 

①野辺地のことが好きか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②定住意向 

 

 

 

 

 

 

  

本調査は、「第６次野辺地町まちづく

り総合計画」の策定にあたって、町

への愛着度や今後の定住意向をは

じめ、今後のまちづくりの特色など、

中学生の意識やニーズを把握し、計

画づくりの基礎資料を得るために実

施したものです。 

「とても好きだ」と「どちらかといえば好きだ」を合わせた肯定的な意見は

72.5％となっています。 

一方、「どちらかといえば好きではない」と「好きではない」を合わせた否

定的な意見は 25.6％となっています。 

 

「住みたい」と「どちらかといえば住みたい」を合わせた肯定的な意見

は 41.5％となっています。 

一方、「どちらかといえば住みたくない」と「住みたくない」を合わせた町

外への転出意向は 56.6％となっています。 

 

21.3 51.2 18.6 7.0

1.9

とても好きだ どちらかとい
えば好きだ

どちらかとい
えば好きでは

ない

好きではない 無回答

ｎ

258

（％）

全体

14.0 27.5 31.0 25.6

1.9

住みたい どちらかとい
えば住みたい

どちらかとい
えば住みたく

ない

住みたくない 無回答

ｎ

258

（％）

全体
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（４）のへじ♡ファン ミーティング（抜粋） 

 

項 目 内 容 

調査対象 野辺地町各地域 

調査方法 町長を囲む住民懇談会 

調査時期 
令和２年７月 28、30日 

   ８月１、３、５、７日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本調査は、「第６次野辺地町まちづく

り総合計画」の策定にあたって、人

口減少時代のまちづくりへの思い等

を把握し、計画づくりの基礎資料を

得るために実施したものです。 

まちづくりで一番大事なことは、地域づくりじゃ
ないかなと個人的に考えています。『地域が元
気になれば町も元気になるんじゃないか。』 
それで地域活動をしていてずっと感じている事
は、昔は自分たちでできる事は自分たちでやっ
てきたはずなんですよ。「町会議員に言えばす
ぐやってくれる」というようなことが多くなってきて
いますよね。 
「おらんどの町だがら、おらんどでできるのはお
らんどでやろう」という住民・町民になるようにす
れば、無いお金を使うべき所に有効に使えるよ
うになるのではないかなと常々感じています。 

子どもが少なくなっているので、野辺地小学
校一つにしてはどうか。有戸は前から送迎
してもらっている。クラブ活動も人数が減っ
て大変だと思う。 

光ケーブルを通してほしい。携帯を使うに
もすごく不便みたいで、どういったところに
お願いすればいいのか。有戸地区には光
回線が通っていない。 

何をするにしても財源がなければやれない。財源をどこか
らどのようにして引き出すか、町で人口が減れば地方交付
税も減ってくるし、何とかして外貨を獲得するような体制を
もっていかなければ町が何もやれない。やれなければそこ
に住みたいという人が少なくなる。 

野辺地町も、郊外の開発を禁止して、町中
の空き店舗や空き家が増えている中、なん
とか町中に来やすいような方法を考えて、
どんどん入れる方法を考えてほしいと思
う。そうすれば、自然とインフラにかかる経
費が浮く形になると思う。 

子育ての環境という事でですね、やはり子
供も１人目、２人目、３人目となるとその教
育費とかそういった心配も出てきます。産
めば産むほどというわけではないんですけ
ど、出産をすることでメリットがあるような政
策をお願いできればなと思います。 

後継者がいない。「自分たちの代でこの仕
事は終わるんだ」という人がものすごく多い
です。 
あとは、野辺地町全体で何かをやるような
雰囲気というのが前に比べるとだんだん低
くなっているように感じる。 

人口減少対策に対して、色々な意見がある
と思うが、子育て支援を充実させるというの
はすごくいいことだと思います。ただ、子育
て支援が充実しているから子供を作ろうとい
う風にはならないと思う。魅力的な男女が増
えるといい。それに加えて、人口減少対策、
人口を増やせない中で生活を維持するには
という話があったが、ＡＩでもできる業務をＡＩ
にやらせるといいと思う。 

プレミアム商品券の共通券が少ないので、利
用価値が少ないという意見がある。 
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１ 野辺地町のこれから（将来像） 
 

（１）将来像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野辺地町は、その陸奥湾の最奥部、下北半島の付け根に位置しています。北西部には陸奥湾

を抱き、南には烏帽子岳を背負い、八甲田の山々も望むことができます。江戸時代には北前船の

寄港地として栄えた湊町としての歴史があり、祇園祭など当時の文化が伝えられています。 

春は桜やヒバ、ブナの新緑。夏はヤマセによる冷涼な気候と穏やかで海水浴が楽しめる陸奥湾。

秋は烏帽子岳や八甲田の紅葉。そして冬はスキーなどウインタースポーツが盛んです。四季のう

つろいを強く感じ、通年満喫できる風土です。 

素晴らしい私たちのふるさとである野辺地で、子どもや若者が希望を持ち、明るく元気に活躍し、

町民誰もが笑顔あふれる未来につなげる幸せのまちづくりを町民とともに築いていきます。 

未来につなげる幸せのまち のへじ 

http://www.town.noheji.aomori.jp/download_file/view/967/732
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（２）基本目標と施策体系 

 

将来像の実現に向け、６つの基本目標と 29の施策を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 支えあい切れ目のない保健福祉 

未来につなげる幸せのまち のへじ 

将来像実現のための基本目標と施策 

（１）地域福祉の推進 

（２）子育て支援の充実 

（３）高齢者福祉の充実 

（４）障がい者福祉の充実 

（５）健康づくりの推進 

（６）社会保障等の充実 

２ 工夫と連携の地域産業 

（１）農林業の振興 

（２）水産業の振興 

（３）商工業の振興 

（４）観光の振興 

（５）雇用促進・労働環境の改善 

 

３ 誰もが学べる教育 

（１）学校教育の充実 

（２）生涯学習の推進 

（３）スポーツの推進 

（４）文化・芸術活動の推進 

（５）交流活動の推進 

 

４ 住み続けたくなる生活環境 

（１）消防・防災対策の強化 

（２）防犯・交通安全対策の充実 

（３）道路及び公共交通の整備・充実 

（４）上水道の維持・整備 

（５）土地の有効利用 

（６）住環境の改善 

（７）合併処理浄化槽の普及・推進 

 

５ 活用して保全する環境 

（１）自然環境の保全と再生可能エネルギー （２）廃棄物処理とリサイクルの推進 

６ メリハリのある行財政 

（１）協働のまちづくりの推進 

（２）広報・広聴の充実 

（３）計画的・効率的な行財政運営の推進 

（４）広域行政の推進 

施策 

施策 

施策 

施策 

施策 

施策 
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２ 基本目標の方針 
基本 
目標 支えあい切れ目のない

保健福祉 

 基本 
目標 

工夫と連携の地域産業 
① 

 
② 

⚫ 地域共生社会の実現のため町民と協力して

福祉のまちづくりを推進します 

⚫ 支えあい、切れ目のない保健福祉サービスを

提供します 

⚫ 子育て支援関係機関と連携・協力し、切れ目

ない支援を行い、安心して子どもを産み育て

る環境づくりに努めます 

⚫ 町民が自身の健康管理に努め、安心して医

療を受けられるような体制をつくります 

 
⚫ 農水産業の付加価値を高め、担い手を

育成します 

⚫ 産業間連携を推進します 

⚫ 事業者を伸ばす支援をします 

     

基本 
目標 

誰もが学べる教育 

 基本 
目標 住み続けたくなる生活

環境 ③ 
 

④ 

⚫ 野辺地町で学べたことを誇りに思える学校

教育の充実を図ります 

⚫ 様々に学び、学びを活かした地域活動を実

践するための生涯学習環境づくりを推進し

ます 

⚫ スポーツや文化・芸術活動を推進します 

 
⚫ 防災・減災・救急医療対策を強化します 

⚫ 犯罪のないまちづくりを推進します 

⚫ 道路・交通環境を向上し、利便性を高めま

す 

⚫ 生活基盤を充実し、生活の質の向上に努

めます 

     

基本 
目標 

活用して保全する環境 

 基本 

目標 
メリハリのある行財政 

⑤ 
 

⑥ 

⚫ 自然環境の保全はもとより、再生可能エネ

ルギーの活用を推進します 

⚫ 美しい本町の景観を守ります 

⚫ 廃棄物や環境負荷の少ない町を目指しま

す 

 
⚫ 協働のまちづくりを推進します 

⚫ 長期的視点に基づき計画的な行財政運営

に努めます 

⚫ 広域行政を推進します 
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１ 施策の展開 

（１）前期基本計画の見方 

前期基本計画は、見開き２ページで１施策になるように作成しています。見開き２ページの項目

は７項目あり、すべて同じスタイルで統一しています。 

各項目の説明は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

①基本目標 
基本目標名が最初
に出てくる場合のみ
記述されています。 

②施策 
施策名が記述されて
います。 

③ＳＤＧｓ 
各施策に関連する
17のゴールの該当
項目を掲載していま
す。 

④現況と課題 
現況と課題が記述されています。 
タイトルを読めばある程度の内容がわ
かるようになっており、詳細は●をお読
みください。 

⑤５年間の目標 
計画期間の５年間で
当該施策の目指す
目標をスローガンとし
て記述しています。 

⑥主要な施策・取組 
現況と課題を踏まえて、今後５年間で
取り組む施策や取組が記載されてい
ます。５年間で主に取り組むことが記
載されており、詳細事業は割愛してい
ます。 

⑦達成目標 
計画期間で目指す
数値目標を掲載して
います。 
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（２）ＳＤＧｓとは 

ＳＤＧｓとは、日本語で「持続可能な開発目標」と訳され、エス・ディー・ジーズと読みます。 

2001 年に策定されたミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の後継として、2015 年 9 月の国連サミットで

採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」にて記載された 2030年までに持続可能で

よりよい世界を目指す国際目標です。17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の「誰一

人取り残さない（leave no one behind）」ことを誓っています。SDGsは発展途上国のみならず、先進

国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本としても積極的に取り組んでいます。 

本町においても、ＳＤＧｓの理念を理解し、各種事業や施策を推進していく過程で、ＳＤＧｓを意

識しながら取り組んでいくこととします。 
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基本目標・施策ごとのＳＤＧｓ（17のゴール）の関連は下記の通りです。 

 

 

 

 

 

(1) 地域福祉の推進 ○ ○ ○ ○

(2) 子育て支援の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○

(3) 高齢者福祉の充実 ○ ○ ○ ○ ○

(4) 障がい者福祉の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○

(5) 健康づくりの推進 ○

(6) 社会保障等の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○

(1) 農林業の振興 ○ ○ ○ ○ ○

(2) 水産業の振興 ○ ○ ○ ○ ○

(3) 商工業の振興 ○ ○ ○ ○

(4) 観光の振興 ○ ○ ○ ○

(5) 雇用促進・労働環境の改善 ○ ○ ○ ○ ○

(1) 学校教育の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○

(2) 生涯学習の推進 ○ ○

(3) スポーツの推進 ○ ○ ○

(4) 文化・芸術活動の推進 ○

(5) 交流活動の推進 ○ ○ ○ ○ ○

(1) 消防・防災・救急医療対策の強化 ○ ○ ○

(2) 防犯・交通安全対策の充実 ○ ○ ○

(3) 道路及び公共交通の整備・充実 ○ ○ ○

(4) 上水道の維持・整備 ○ ○

(5) 土地の有効利用 ○ ○ ○

(6) 住環境の改善 ○ ○ ○

(7) 合併処理浄化槽の普及・推進 ○ ○ ○

(1) 自然環境の保全と再生可能エネルギー ○ ○ ○ ○ ○

(2) 廃棄物処理とリサイクルの推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○

(1) 協働のまちづくりの推進 ○ ○

(2) 広報・広聴の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○

(3) 計画的・効率的な行財政運営の推進 ○ ○ ○ ○ ○ ○

(4) 広域行政の推進 ○ ○

基本目標６：メリハリのある行財政

基本目標１：支えあい切れ目のない保健福祉

基本目標２：工夫と連携の地域産業

基本目標３：誰もが学べる教育

基本目標４：住み続けたくなる生活環境

基本目標５：活用して保全する環境
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基本目標１：支えあい切れ目のない保健福祉 

（１）地域福祉の推進 

 

 

１ 地域福祉人材が不足しています 

⚫ 地域福祉を推進するためには、町民の地域活動への参加が不可欠ですが、地域活動の担い

手、参加者とも高齢の方の割合が高く、また参加者の固定化もみられます。今後地域福祉活

動の中心的役割を果たす新たな担い手やリーダー、ボランティアの発掘と育成に努める必要

があります。 

 

２ 生命や権利を守るための取組を推進する必要があります 

⚫ 障がいや高齢により判断能力が十分でない人が、地域で安心して生活できるための仕組み

づくりが必要となっています。 

⚫ 児童や高齢者に対する虐待や夫婦間でのＤＶ事案などが見られることから、その防止に向け

た取組が必要となっています。 

 

３ 制度の範囲で支援が受けられない人を支援していく必要があります 

⚫ 子育てしながら親の介護を行うダブルケアや、「80」代の親が「50」代の子どもの生活を支える

という問題など、既存の制度では支援の対象から漏れてしまう人たちが社会問題となってき

ています。こうした制度の狭間で悩む方たちを支援していく体制を構築していく必要がありま

す。 
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地域の中で様々な福祉の担い手が支え合い 

安心して生活できるまちをめざす！ 
 

 

１ 分野横断的な取組の推進 

⚫ 高齢者、障がい者（児）、子どもの福祉など、各福祉分野での課題を横断的に取り組む体制を

整備し、関係機関と連携しながら総合的に推進します。 

⚫ 制度の狭間で悩む町民の支援を積極的に行います。 

⚫ 包括的な情報提供と相談支援体制の整備に取り組みます。 

 

２ 支え合う意識の醸成と人づくり 

⚫ 社会福祉協議会等との連携のもと、広報啓発活動の推進や学習機会の提供、児童生徒に対

する福祉教育の推進を図り、町民一人ひとりの支え合う意識の醸成を図ります。 

⚫ 広報誌やＨＰをはじめ、様々な媒体を通じ、支え合う意識やコミュニティ意識の啓発を積極的

に進めていきます。 

 

３ 地域福祉を担う団体等の育成・支援 

⚫ 社会福祉協議会等との連携のもと、ボランティアセンター機能の確立やボランティアの育成を

目指します。 

⚫ 既存の団体の強化をはじめ、新たなボランティアの発掘・養成に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

ボランティア登録数（団体） 団体 5 8 
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（２）子育て支援の充実 

 

 

１ 多様化する保育需要へ対応していく必要があります 

⚫ 共働き世代が増加しているなか、安心・安全な保育環境の提供が重要です。特に、一時預か

り保育の充実や病児病後児保育等のサービス提供が課題です。 

 

２ 子育てと仕事の両立ができる社会にしていく必要があります 

⚫ 夫婦（特に夫）の育児休業の取得を増やし、子育ての負担軽減に努める必要があります。その

ためには「子どもを社会全体で育てる」意識の醸成が必要です。 

 

３ 子育てに対する不安・負担を軽減していく必要があります 

⚫ 核家族の増加をはじめ家族のあり方が多様化するなか、子育てに不安や負担感を持ってい

る保護者が増えています。子育てに対する不安・負担を軽減し、安心して子育てできるための

妊娠期からの切れ目のない支援が重要となります。 

 

４ 支援を必要とする家庭や子どもが増加しています 

⚫ 家族のあり方の多様化や発達等の支援が必要な子どもが増加しているなか、関係機関と連

携した切れ目のない支援が求められています。 

 

５ 安心・安全な遊びの場の確保に取り組みます 

⚫ 屋内外に関わらず安心・安全に遊べる親子の居場所や子ども同士の関わりの場の提供が求

められています。 
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地域の中でゆとりのある子育てができ、 

子どもが健やかに育つまちをめざす！ 
 

 

１ 子育て家庭への経済的支援 

⚫ 新生児から中学3年生までを対象とした児童手当及び医療費の助成事業を実施しています。 

⚫ ひとり親家庭の経済的な自立を支援するために、児童扶養手当及び医療費の助成を継続実

施します。 

２ 安心して子どもを産み育てるための環境づくり 

⚫ 妊娠期から出産、子育て期の様々な悩みや相談を受け、情報提供やアドバイスを行い、安心

して育児ができるようにサポートします。 

⚫ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制として、子ども家庭総合支援拠点（こそ

だて応援ステーションふわふわ）をワンストップ拠点とし、妊娠、出産、育児に関する包括的な

支援の提供に努めます。 

３ 子どもの発育を支える保育環境づくり 

⚫ 保育の質の向上を図り、安心・安全な保育の提供につなげます。 

⚫ 地域子育て支援拠点（子育て支援センター）を強化し、子育てに関する保護者の悩みや負担

の軽減に努めます。 

４ 障がいのある子どもに対する支援の充実 

⚫ 障がいのある子どもや発達の支援が必要な子どもなどに対しては、保健、医療、福祉、教育な

どが連携し、乳幼児健診等の機会を活用して早期発見から早期療育の充実に努めます。 

⚫ 障がいのある子どもをもつ保護者等に寄り添い、必要な情報を提供するよう努めます。 

５ 子どもたちの健やかな成長を支援する環境づくり 

⚫ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ［学童保育］）を実施し、安全・安心な放課後等

の居場所づくりに努めます。 

⚫ 既存の公園や各地区の集会施設などの遊具やベンチなどの定期的な点検等を行います。 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

妊婦（電話支援含む）、新生児、乳児訪問 ％ 
妊婦 45.8 ※訪問のみ 

新生児、乳児 94 
100 
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（３）高齢者福祉の充実 

 

 

１ 高齢者のみ世帯や独居高齢者が増加しています 

⚫ 高齢者世帯（世帯のうちに、一人でも６５歳以上の高齢者がいる世帯）のうち、高齢者夫婦世

帯や高齢者独居世帯が増加しています。また、交通弱者対策も講じていく必要があります。 

 

２ 介護保険料の負担が拡大しています 

⚫ 高齢者数が減少に転じても、人口減少により保険料を負担する被保険者が減少することが

予測され、一人あたりの負担額は増加することが予想されます。介護予防等を推進し介護に

かかる費用を抑制する必要があります。 

 

３ 認知症患者数の増加が見込まれます 

⚫ 認知症高齢者数は、増加することが予測されます。これまでの取組を充実・強化し、関係機関

との連携により、認知症高齢者とその家族等にやさしい地域づくりに取り組む必要がありま

す。 

 

４ 健康で、生きがいをもって生活できる社会にしていく必要があります 

⚫ 誰もが高齢になっても生きがいを持ち続けて生活していくためには、社会が高齢者を認め、

積極的に社会参画できる環境を整備することが必要です。 

⚫ 生涯を通じた健康づくりを進め、高齢になっても健康で暮らすことができる環境を整える必

要があります。 

 

５ 福祉現場での人材が不足しています 

⚫ 介護従事者はその処遇問題等により離職率も高く、介護人材の確保は現在も厳しい状況に

あります。サービス提供の基礎となる介護人材の確保・定着・育成と資質向上に向けた取組

が重要です。 
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生きがいを持って活躍し、 

地域で支え合うことができるまちをめざす！ 
 

 

１ 認知症に優しい地域づくり 

⚫ 認知症は誰でも発症する可能性がある病気であり、誰もが自らの問題として地域全体で認

知症高齢者や家族を支えていくための人や地域づくりに努めます。 

⚫ 認知症サポーター養成講座を小中学校や職域にも拡大して行います。 

２ 地域づくりの積極的な参画 

⚫ 社会福祉協議会と連携し、老人クラブなどの地区活動やボランテイア・各種デイサービス、小

中学校単位のコミュニティ単位での団体と連携し、地域で介護を展開します。 

⚫ 介護予防や生活習慣病予防のため、「介護予防サークル」や「減る脂～運動クラブ」を行い、

高齢者に限らず地域の比較的若い層に参加を促す活動を展開します。 

３ 相談援助支援体制の充実 

⚫ 高齢者の多種多様な相談に対応できるよう関係課や民生児童委員、2 次救急医療機関、診

療機関、保健所と連携し地域包括支援センターが中心となり、より専門性の高い総合相談の

機能を充実します。 

４ 交通弱者対策 

⚫ 交通弱者対策を検討し、対策を講じます。 

５ 介護医療に関する情報提供体制の整備 

⚫ 保健医療福祉の関係各課のほか、教育委員会、住宅、雇用対策等の高齢者に関する各課が

連携を強化しながら行政における情報の共有化、総合的なサービス実施を目指します。 

⚫ 医療介護連携事業を積極的に行い、リーフレットやパンフレット等を通じて周知します。 

６ 介護サービス提供事業者との連携 

⚫ 介護事業所等との連携を図り、介護人材の確保・定着・育成など、資質向上に向け、取り組ん

でいきます。 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

認知症サポーター養成者数 人 724 1,300 

介護サービス受給者数 人 8,224 8,600 
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（４）障がい者福祉の充実 

 

 

１ 障がい者を取り巻く環境変化に対応していく必要があります 

⚫ 平成 25 年４月１日の障害者総合支援法の施行に伴い、地域社会における共生の実現に向け

て障がい者のための福祉サービスの充実と障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するため、各種障害福祉サービスや地域生活支援事業を実施しています。 

⚫ 近年の障がい者のニーズの多様化や障がい者の保護者及び障がい者自身の高齢化から、

相談支援体制及び就労支援事業の強化が必要になっています。 

 

２ 障がい者に対する正しい理解を促進する必要があります 

⚫ 障がい者が地域で、自立した生活を営んでいくためには、地域住民等の理解が不可欠となる

ことから、引き続き、理解が深まるための取組が必要です。 

 

３ 障がい者や家族が高齢化しています 

⚫ 障がい者の保護者の高齢化が課題として考えられています。将来的に保護者が亡くなった場

合のことも考えた支援をしていく必要があります。 
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一人ひとりが、自立し安心して 

暮らせるまちをめざす！ 
 

 

１ 福祉サービスの充実 

⚫ 障がい者やその家族が安心して生活できる体制を近隣市町村及び事業所と連携していき、

自立支援給付の促進に努めます。 

⚫ 障がい者が地域において自立した生活を送ることができるよう、地域生活支援事業の推進を

します。 

⚫ 障害者相談支援事業所等と連携し、相談窓口の強化に努めます。 

２ 保健・医療サービスの充実 

⚫ 野辺地町健康増進センターや医療機関との連携を強化し、障がいの原因となる疾病の発生

予防や早期発見、早期治療に向けたフォロー体制の整備を図ります。 

⚫ 療育体制の充実、精神保健に関する啓発や相談体制の推進に努めます。 

３ 交流・社会参加の促進 

⚫ 障がいのある人がより充実した社会生活を送るために、交流や社会参加を促進します。 

⚫ 保育・教育、雇用・就労、生涯学習・スポーツなどの分野において、関係機関に対する理解・啓

発を推進します。 

⚫ 障がいのある人が参加しやすい環境づくりの充実を図ります。 

４ 生活環境の整備 

⚫ 福祉タクシー事業や住宅改修制度を推進し生活基盤の安定を図ります。 

⚫ 精神障がい者でも自立して生活することができるよう近隣市町と連携し支援体制の強化に努

めます。 

５ 理解・啓発活動の推進 

⚫ 障がいに関する正しい認識の普及を図るため、関係機関との連携し啓発活動に努めます。 

⚫ 文化活動、スポーツ・レクリエーション活動等を通じて障がいのある人、ない人の交流の場を

提供できるよう取り組んでいきます。 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

障がい者を雇用する新規の町内企業 事業所 4 7 
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（５）健康づくりの推進 

 

 

１ がん検診や特定健診の受診率向上を目指しています 

⚫ 乳がんや大腸がん検診など、がん検診については未受診者への再勧奨を実施するなど、受

診勧奨を工夫して行っています。 

⚫ 職場健診の方もかなりいますが、特定健診の受診率は 26％くらいで伸び悩んでいます。健康

管理の意識を持ち、健康な町民を増やすことが医療費の削減にもつながり、家族も安心して

生活できる一番の基礎です。さらなる工夫を行い、受診率を伸ばしていく必要があります。 

２ 母子保健や健康増進に努めています 

⚫ 年齢が上がるほど、就寝する時間が遅くなる子どもが増えています。その背景として、保護者

や兄姉の生活リズムに合わせていることやメディアの利用が要因として考えられます。乳幼児

期から規則正しい生活リズムを習慣づけていく必要があります。 

３ 食生活の質の向上を図っています 

⚫ 食生活改善推進員が中心となって、「だし活」やバランスのよい料理レシピの紹介などを行い

幼少期からの適切な食生活習慣の確立を目指し、特徴ある食育に努めています。 

４ お口の健康づくりを推進しています 

⚫ 近年、むし歯がある子どもが増えています。歯やお口の健康は、食べることに直接つながり、

噛めることによって様々な栄養を摂ることができます。小さいころからお口の健康に気を付け

る習慣をもっと多くの町民が持つようにしていく必要があります。 

５ こころの健康づくりを推進しています 

⚫ 本町では、自殺対策として傾聴サロンを実施したり、「ふわふわ言葉」の推進をしています。中

高生については SOSの出し方教育を行うなど、こころの健康管理を推進しています。 

６ 受動喫煙防止を推進しています 

⚫ たばこは、肺がん、循環器疾患、糖尿病、妊娠出産をとりまく異常の要因となり、直接健康や

命を脅かすものです。町では、未成年者や妊婦の喫煙防止と、公共施設の受動喫煙防止対

策への取組みを強化します。 
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町民が自分の健康に関心を持ち 

主体的に健康づくりに取り組むまちをめざす！ 
 

 

１ 健康診査、がん検診の充実 

⚫ 集団健康診査時に各種がん検診等の同時実施、土日開催など、様々な人が受けやすい健診

を継続していきます。 

⚫ 各種健康診査、がん検診について、平成 30年度に実施した総合健診受診動向調査結果を参

考に、さらに受けやすい体制をつくります。 

２ 若い世代からの健康診査の実施 

⚫ 食からの健康づくりは、管理栄養士が中心となり、保健師、食生活改善推進員と協働し活動

強化していきます。 

⚫ 保健指導については、保健師、管理栄養士が推進します。 

３ 運動習慣の定着 

⚫ 運動習慣の重要性を理解でき、実践行動に移すことが出来る様に、広報や町の HP を利用し

運動に必要性を周知していきます。また、健康づくり担当課・教育委員会で行う各種運動教

室や野辺地町社会福祉協議会が行っている身近な運動教室の参加を促していきます。 

４ 心の健康づくり 

⚫ 関係機関と連携し、心の健康づくりの講演会や研修会などを行います。 

５ むし歯予防の知識の啓発 

⚫ 妊娠期から、丁寧にむし歯予防について説明や指導を行います。 

６ 母子保健事業の推進  

⚫ 保健師・管理栄養士による妊婦・新生児・乳幼児・産婦の家庭訪問や保健・栄養指導等を充

実します。また、妊娠期よりサービスや事業等の説明を細やかに行い、相談しやすい関係・環

境が築けるようにします。 

７ 食物アレルギーの正しい知識の啓発  

⚫ 乳幼児健診時等に管理栄養士・保健師が保護者に対して、啓発・指導します。 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

特定健康診査の受診率の向上 ％ 26.4 45 

がん検診の受診率向上 ％ 20.0～30.7 60 
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（６）社会保障等の充実 

 

 

１ 国民健康保険制度を維持していく必要があります 

⚫ 国民健康保険制度については、医療費の適正化を図るため、保健事業の充実、ジェネリック

医薬品を促進し、併せて国民健康保険税の収納率向上を図っていくことが求められていま

す。 

 

２ 国民年金について正しい知識を普及していく必要があります 

⚫ 国民年金については、制度が複雑化しており、対象者やその家族に対して丁寧に説明をして

いくことが必要です。 

 

３ 後期高齢者医療制度を維持していく必要があります 

⚫ 後期高齢者医療制度においては、高い収納率を維持していますが、滞納者が存在しているこ

とも事実です。公平で効率的な制度運用を図り、引き続き利用者視点に立った啓発活動をし

ていくことが必要です。 
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町民誰もが安心して暮らせる社会保障を 

受けることができるまちをめざす！ 
 

 

１ 国民健康保険の健全・適正な運営 

⚫ 青森県と連携し、国民健康保険の健全・適正な運営を推進します。 

⚫ 診療報酬明細書の内容点検を充実・強化し、適正受診に向けて被保険者への啓発を図りま

す。 

⚫ 保険資格の適正化や保険税滞納を未然に防止し、徴収率の向上を図ります。 

⚫ 特定健康診査の積極的な受診を推進し、保健指導の指導率を向上させ、また、ジェネリック

医薬品の使用を推進し、医療費の削減を目指します。 

２ 後期高齢者医療の健全・適正な運営 

⚫ 青森県後期高齢者広域連合と連携し、後期高齢者医療の健全・適正な運営を推進します。 

３ 国民年金の啓発・相談活動の推進 

⚫ 正確な情報提供ができるよう、日本年金機構との連携を密にし、迅速な事務処理に努めま

す。 

⚫ 国民年金制度を周知し、相談業務の充実に努め、町民の保険料納付義務意識の高揚を図り、

事業の円滑な運営を支援します。 

４ 低所得者福祉の充実 

⚫ 社会福祉協議会やハローワークの協力を得て低所得者の生活の向上や自立を支援するため

の生活福祉資金貸付制度などの周知に努めます。 

５ 最低限度の生活を保障 

⚫ 収入や貯蓄も無く、他法他施策による支援も無い方へは相談に乗り保護を実施します。 

⚫ 保護から普通の生活へ向けての支援も関係機関と連携して行います。 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

国民健康保険１人当たり保険給付額 

（保険給付費は毎年バラツキがあり、流行疾病や

高度医療等により定めるには難しいものがあるた

め、３ヶ年の平均値とする） 

円 

338,106 

（現状値は、平成２９年、

３０年、令和元年の保険

給付費の平均値） 

332,000 

（目標値は、令和５年、６

年、７年の保険給付費の

目標平均値とする） 
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基本目標２：工夫と連携の地域産業 

（１）農林業の振興 

 

 

１ 後継者不足と高齢化が課題です 

⚫ 本町の農業従事者は高齢化が進んでおり、特に特産品である「野辺地葉つきこかぶ7」は従事者

が減少傾向にあり、後継者も少なくなっています。 

⚫ 農業法人化についても関係者と協議していくとともに、新規就農者や農業参入希望のある企業

等に働きかけて、農業振興を図っていく必要があります。 

 

２ 耕作放棄地や遊休農地が増加しています 

⚫ 高齢化や担い手不足に伴う農業従事者の減少を背景に、耕作放棄地や遊休農地が増加して

います。耕作放棄地などの増加は、農業生産力の低下を招くばかりでなく、景観の悪化や鳥

獣害被害の増加につながることから、その対策が必要となっています。 

 

３ 生産性や収益性が低いことも課題です 

⚫ 本町の農業は、全体的に小規模な農地が多く、点在しているため生産性が低いことや、作目

によっては市場価格の低迷等により、収益性が低いことなどが課題となっており、生産性や収

益性を高めるための取組が必要となります。 

 

４ 畜産・林業においても担い手が減少しています 

⚫ 本町の畜産業や林業においても、担い手は少なく、対策を検討していく必要があります。 

 

  

                                                             
7 フルーツのような甘みと柔らかな食感が人気で、根から葉まですべて食べられる「野辺地葉つきこかぶ」は、平成 24 年に商標登

録されています。 
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魅力ある産業に育てることで 

持続可能な農業をめざす！ 
 

 

１ 将来の農林業を見据えた取組 

⚫ ５年後・１０年後に受け手がいないため耕作されない農地が発生し、農村環境が荒廃すること

が無いよう、多面的機能支払交付金事業や集落・地域の話し合いを進めるとともに、認定農

業者をはじめとした意欲ある農業者の農地集積・集約化を推進します。 

⚫ 持続的な担い手農家の確保が可能となるように、就農相談や農地の斡旋・補助事業を充実さ

せ、農業後継者対策や新規就農者の育成強化を進めます。 

⚫ 農業後継者の確保できない業態にあっては、第 3 者経営承継も視野に入れ、経営継続支援

を行えるよう努めます。 

⚫ 良好な農村環境を整えるため、土地改良事業や、近年台風災害が頻発する中で、台風による

倒木被害軽減に向けて、重要インフラ施設周辺森林整備事業に取り組みます。 

⚫ 農業経営への女性の参画促進を支援し、担い手としての女性農業者の育成に努めます。 

 

２ 収益性の高い農業の推進 

⚫ 経営所得安定対策関連の制度利用を推進し、農業経営の安定を支援します。 

⚫ 収益性の高い農業経営が進められるように、高収益作物の導入や、施肥設計・品種構成の見

直しによる収量向上の支援や、差別化した農産物のブランド化を推進します。 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

担い手農地集積率 ％ 28 30 

新規就農者数 人 1 3 
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（２）水産業の振興 

 

 

１ 水産業は収入に波があります 

⚫ 気候条件によって水産業従事者は収入に大きな波がありますが、「地まきホタテ8」などつくり

育てる漁業を推進しており、販路も充実し、後継者も育ってきています。就業環境等の改善や

見直しにより、安定収入の確保に向けた取組について支援していく必要があります。 

 

２ 水産業のインフラを整備していく必要があります 

⚫ 水産業を支えている主要な漁港は、当町に２つあります。土地が狭く、作業効率が低いことか

ら、県、漁業協同組合と協力しながらインフラ整備を支援していく必要があります。 

 

３ 顔が見える水産業を推進しています 

⚫ 地まきホタテ及びナマコについては、消費者が生産者情報を確認することができる「生産管理

出荷情報システム（トレーサビリティーシステム）」を導入しており、生産品としての付加価値の

向上に努めています。 

⚫ さらに、平成２６年５月からは、 （株 イトーヨーカ堂のプライベートブランドとして、地まきホタ

テでは全国初、青森県の生産品でも初の「顔が見えるお魚（活ほたて貝）」の登録、そして取

引を開始し、首都圏の店舗で販売され出荷量も向上しています。 

 

  

                                                             
8 むつ湾の海底に直接ホタテの稚貝をまいて育った野辺地特産「地まきホタテ」は、平成 17 年に商標登録されています。 
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ブランド力の強化に努め 

活力ある産業をめざす！ 
 

 

１ 養殖漁業の振興 

⚫ 良質な水産資源を確保するため、稚魚放流や害鳥駆除などの水産資源維持のための対策、

さらには河川環境の維持向上につながる取組を支援します。 

⚫ 栽培・資源管理型漁業の取組みを軸に、今後も関係機関と連携しながら徹底した漁場管理や

高度衛生化に対応した荷捌き施設の早期建設に努め、安定的・持続的、安心・安全な水産物

の供給を図ります。 

 

２ 水産資源の保護・増大 

⚫ 貝殻など水産系廃棄物の適正処理・リサイクルの推進を図るとともに、魚介類の住み易い環

境づくりに努めます。 

 

３ 経営基盤の強化 

⚫ 漁業協同組合などと連携し、制度資金の活用などによる各経営体の経営改善を促進するとと

もに、水産加工業との協働など多角的な事業展開を誘導します。 

⚫ 地まきホタテ等の漁獲 物の安定供給と漁家収入の増収を図るため、国・県の支援のもと、漁

港漁場整備事業、生産の源である漁場の整備を進め、安全で安心な水産物の供給ができる

よう努めます。 

⚫ 漁業経営の近代化を図るとともに、漁業者の就労環境の改善を促進し、漁業後継者及び若

年就業者の育成・確保に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

新規漁業就業者数 人 0 2 
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（３）商工業の振興 

 

 

１ 経営者の高齢化と後継者不足が課題です 

⚫ 当町の商工会会員数は減少傾向で推移しています。後継者不足が課題となっていますが、

商工会青年部や会員同士が連携し、事業継承や起業支援など、商工会と共に取り組んでいく

必要があります。 

 

２ 空き店舗が増加しています 

⚫ 町内を見渡すと、空き店舗が増えてきていることが実感するようになってきました。将来的に

も空き店舗が増えていくことが見込まれ、商店街の空洞化が進んでいく可能性があります。

まちのにぎわいを損なわないよう空き店舗の活用を図っていく必要があります。 

 

３ 意欲のある事業所を支援していく必要があります 

⚫ 町の活力を担ってもらう観点からも、経営意欲の高い事業者のさらなる活躍が期待されます。

どのような支援が必要なのかを把握し、適切な支援策を講じていく必要があります。 

⚫ 起業意欲を持った人材の発掘と創業・企業の促進を図る必要があります。 

 

４ 異業種交流を進め一丸となった取組をする必要があります 

⚫ 商工会や農協・漁協、観光協会など、町の産業を構成する各種団体同士が力を合わせて町を

盛り上げていく必要があります。このような連携した活動を支援するとともに、町民とともに盛

り上げていく必要があります。 
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地域内消費や創業を拡大する仕組みをつくり 

持続可能な産業をめざす！ 
 

 

１ 持続的な経営に向けた支援 

⚫ 融資関係団体等と連携し、コロナ対策無利子融資の期限後も見据えた利子補給事業を展開

することにより、町内事業者の資金繰りを支援します。 

⚫ 事業後継者の経営継承や創業後のフォローアップも含めた新規創業者に対する支援を行い、

事業者数の確保に努めます。 

⚫ 商工業振興事業を展開する商工会に対しての補助事業を行います。 

⚫ 空き店舗対策について関係団体等と協議・検討するとともに事業支援をします。 

⚫ 誰もが利用しやすい店づくり、魅力あるサービス提供の推進を図り、新規顧客の獲得に向け

た取り組みを支援します。 

 

２ 町内事業者への消費喚起の取組 

⚫ 変化する消費者ニーズや社会情勢に対応したキャッシュレス決済の推進を図ることにより、消

費の喚起を進めます。 

⚫ 商工会等と連携しながら、観光施策との連動を図り観光客がリピーターとなるよう対応力等

の向上を図ります。 

 

３ 特産品・販売力強化の推進 

⚫ 町内商業者と農・漁業者等の協力関係の確立を図り、特産品加工・販売の整備等について検

討します。 

⚫ 商品やサービスに関する情報発信力・商談力等の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

空き店舗活用件数 件 １１（Ｈ２８からの累計） ２５（累計） 
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（４）観光の振興 

 

 

１ 特有の観光資源を活用して観光を盛り上げていく必要があります 

⚫ 日本遺産「荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間 ～北前船寄港地・船主集落～」をはじ

め、自然、食、歴史・文化、魅力的な人財などの特性を活かし、旅行形態の変化や多様な観光

のニーズに対応した観光コンテンツづくりが必要です。 

⚫ 観光客のまちなか滞在時間を確保し、町内での消費拡大を図るため、観光事業者等相互の

連携を強化し、観光による地域での稼ぐ体制づくりを進める必要があります。 

 

２ 観光客が安心して滞在できる環境づくりが必要です 

⚫ 観光スポットを数多く有する、青森市、十和田市、三沢市、八戸市、むつ市などへ約１時間圏

内というアクセス条件を考え、観光の拠点としての機能を充実させる必要があります。 

⚫ 観光関連施設の受入環境の整備と充実を図り、観光客の安心・安全を確保する環境づくりが

必要です。 

 

３ オール野辺地で観光振興体制を強化していく必要があります 

⚫ 観光施策を進めていくためには、関係者が連携・協力していくことが求められます。その中核

組織として「野辺地町観光協会」の組織強化を進める必要があります。 

⚫ 町民、行政、宿泊施設、農協や漁協、商工会などの産業団体、ボランティアやまちづくり団体、

当町にゆかりのある方等が連携・協力して観光振興を図っていく必要があります。 

⚫ 観光産業発展のため、地域におけるマーケティング機能の強化が必要です。 
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地域資源を磨き、発信することで交流を促進し、 

にぎわいの創出をめざす！ 
 

 

１ 下北半島縦貫道路の延伸を活用した観光振興策 

⚫ 下北半島縦貫道路の延伸に伴い交通利便性が向上することから、野辺地ＩＣ利用の増加も見

込まれ、情報発信・物販施設を更に魅力的な内容とし、観光交流人口の増加及び滞在時間の

延長を図ります。 

⚫ 観光関連施設を計画的に整備するとともに、戦略的な情報発信を図ります。 

２ まちなかへ誘客する取組み 

⚫ 周遊観光の拠点となる魅力を積極的に発信し認知度・知名度向上に努めるとともに、宿泊施

設や野辺地駅、七戸・十和田駅などからの、町外から来訪する外客の足がまちなかに向かう

よう努めます。 

⚫ 町民や事業者等の地域の盛り上げ、魅力の発掘・発信を図るため、町のサポーターを発掘・

育成します。 

⚫ 県内外自治体や関係団体と連携しながら周遊観光を推進し、観光交流人口の増加を図りま

す。 

３ 訪日外国人観光客への対応 

⚫ 受入環境を整備し、安心安全な観光を提供します。 

⚫ キャッシュレス決済を推進し、外国人にも買い物がしやすい環境づくりを図ります。 

⚫ 多様な旅行形態で訪れても「楽しめるのへじ」を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

のへじ活き活き常夜燈市場来場者数 人 43,241 80,000 

観光入込動向調査 人 251,995 400,000 
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（５）雇用促進・労働環境の改善 

 

 

１ 町内で就職する人が減少しています 

⚫ 地元就職者数は減少傾向にあるとともに、中学生、高校生を対象としたアンケートでは、転出

意向が多くなっています。今後、若年層の労働力を確保するためには、早い段階での地元企

業の情報提供が必要になります。 

 

２ 雇用機会を拡大していく必要があります 

⚫ 女性や高齢者などの就労が困難な求職者の雇用機会の拡大を図る取組を推進する必要が

あります。 

⚫ 多様な働き方が求められる中、起業・創業を支援する体制を整え、新たな雇用の創出につな

げる必要があります。 

⚫ 雇用環境が改善される一方で、各産業分野において労働力不足が顕在化しており、就業者

の確保などの対策も必要である。 

 

３ 起業家の育成・支援に力を入れていく必要があります 

⚫ 多様な働き方が認められる中、起業する人が挑戦しやすい環境を整備していく必要がありま

す。 

 

４ 企業誘致をさらに推進していく必要があります 

⚫ １０８.８ｈａある野辺地工業団地を活用しながら企業誘致の推進を図ってきましたが、雇用を

生む企業の誘致には至っておらず、引き続き積極的な取り組みを行っていく必要がありま

す。 
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町内企業の雇用確保を図り 

町内就職者の増加をめざす！ 
 

 

１ 地元雇用の拡大 

⚫ 有効求人倍率が高い水準を維持する中、若い世代が就職先を選択する場合、賃金や労働環

境を重要視する傾向が高いことから、町内事業所の労働環境改善につながる取組を支援し

ます。 

⚫ 中学生などを対象とした町内企業の紹介事業を実施するなどし、町内企業の魅力や価値を

知る機会の提供を進めます。 

⚫ 若い世代の就労希望業種と求人のミスマッチが見られることから、企業誘致や新規創業を支

援することで多様な業種の確保を進め、ミスマッチの解消を図ります。 

 

２ 町外からの労働力の確保 

⚫ 移住支援策やＩＪＵターン支援制度を活用し、町外から当町に移り住み、就労する人の確保を

進めます。 

⚫ 外国人労働者を雇用する企業に対する支援を行います。 

 

３ 創業支援の充実 

⚫ 新規創業を目指す人や、創業間もない人たちへのフォロー体制を含め、創業者支援を充実し

ます。また、多様な働き方ができる地域社会を形成するために、働き方改革の促進を図りま

す。 

 

４ 雇用を生む企業誘致 

⚫ 新たな雇用の創出と定住人口の増加を図るため、都内でのトップセールスを含めた情報発信

により、野辺地工業団地などへ製造業を中心とした企業誘致を推進します。 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

誘致企業数 件 ０ ２ 
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基本目標３：誰もが学べる教育 

（１）学校教育の充実 

 

 

１ 時代に即した教育環境が求められています 

⚫ 少子化や核家族化の進行など子どもを取り巻く環境が変化したことにより、家庭や地域の教

育力が低下していると言われる中、学校教育に求められる役割は、ますます大きくなっていま

す。 

⚫ 「知」「徳」「体」の調和が取れ、社会を生き抜く力をもつ児童・生徒の育成に努める一方、グロ

ーバル化や情報化の進展に対応した教育を推進する必要があります。 

 

２ 児童・生徒数が減少しています 

⚫ 2020年４月１日現在の小学校（３校）児童数は 508人、中学生（１校）生徒数は 274人となって

います。今後も児童数の減少が見込まれる中において、活力ある学校づくりと適切な教育環

境の充実を図るため、小学校の規模適正化を進めます。 

 

３ 特別な教育的ニーズに応じた指導・支援が求められています 

⚫ 不登校児童・生徒が一定数存在していることから、相談体制の充実を図るとともに、学校、家

庭、関係機関等の連携の下、より効果的な教育支援に取り組みます。 

⚫ 障がいのある子どもと障がいのない子どもが共に学ぶことができるインクルーシブ教育シス

テムを構築し、一人ひとりが輝くことができる学校づくりを進めます。 
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ふるさとを愛し、未来を拓く 

たくましい人づくりをめざす！ 
 

 

１ 学力向上と一人ひとりのきめ細やかな教育の推進 

⚫ 教師の指導力向上と指導体制の充実を図るとともに、個々に応じた指導方法の工夫改善に

より、確かな学力の育成に努めます。 

⚫ 町の歴史・文化・産業を子どもたちに伝えていくための授業活動の充実を図ります。 

⚫ 外国語指導助手（ＡＬＴ）を小・中学校に配置し、外国語授業の質の向上と国際理解教育の推

進を図ります。 

⚫ 情報活用能力を育成するため、タブレット端末を活用した学習活動に取り組みます。 

⚫ 障がいのある児童・生徒の学習活動等を支援するため、スクール・サポーターの適正な配置

に努めます。 

⚫ 町内の幼稚園・保育園、小学校・中学校・高等学校の連携・交流を図りながら、多様な学びの

場の創出に取り組みます。 

２ 心と体づくりの推進 

⚫ 生活指導の充実及び家庭・地域との連携を推進し、子どもたちの基本的生活習慣の形成・定

着を図ります。 

⚫ 町教育相談室の機能を充実させるとともに、小・中学校にスクール・カウンセラーを配置し、い

じめや不登校等による児童・生徒及び保護者等の相談対応・支援の強化を図ります。 

⚫ 子どもたちが本物の芸術文化に触れ合う機会を提供し、豊かな心と創造性を育みます。 

⚫ 安全で魅力ある学校給食を提供するとともに、栄養教諭による食育指導を推進します。 

３ 安全で安心な教育環境の整備 

⚫ 保護者や地域等の意見を踏まえた上で、小学校の統廃合・整備に向けた取組を進めます。 

⚫ 学校施設・設備の適切な維持管理と計画的な改修・整備に努めます。 

⚫ 子ども見守り隊の活動を支援するとともに、関係機関と連携しながら通学路の安全確保を図

ります。 

⚫ 教職員の多忙化解消のための取組を進めます。 

 

 

 

 

達成目標 
指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

いじめの重大事態の発生件数 件 0 0（R3～累計） 

全児童・生徒数に占める不登校者数の割合 ％ 
小学校 0.58 
中学校 2.05 

小学校 0.29 
中学校 1.03 
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（２）生涯学習の推進 

 

 

１ 学んだ成果を地域に還元していくことが必要です 

⚫ 人々の意識や価値観の多様化により、子どもから高齢者まで生涯を通じて学ぶ生涯学習が

重要となっています。町民のだれもが、いつでも、どこでも、なんでも学べる機会を創出して

いく必要があります。 

⚫ 生涯学習で学んだ成果を、地域活動等をとおして地域に還元し、地域活性化につなげる人財

育成や活動の促進をしていく必要があります。 

 

２ 学校・家庭・地域の連携づくりを構築することが必要です 

⚫ 社会を生き抜く力を身につけた人財を育成するために、学校・家庭・地域が連携・協働するた

めの組織的・継続的な仕組みが必要不可欠となってきています。 

⚫ 多様な生涯学習団体等がそれぞれの役割を果たしながら連携・協働し、地域全体で子どもた

ちの成長を支え育む必要があります。 

 

３ 社会教育施設等を安全に維持管理していく必要があります 

⚫ 社会教育施設は、老朽化による設備の不具合等が発生しており、維持管理を図るための対

策を進めていく必要があります。 

⚫ 子どもから大人、高齢者、障がいを持つ方など、誰もが快適に利活用でき、多用途・多目的に

対応できる施設にしていくことが課題となっています。 
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「いつでも・どこでも・だれでも」学ぶことができ、 

学びを地域に活かす環境づくりをめざす！ 
 

 

１ 生涯を通じた学びと社会参加の推進 

⚫ 年齢や世代に応じた学習機会の提供や、主体的な学びの支援を図ります。 

⚫ 学びの成果を、様々な地域活動へ活かすことのできる環境づくりを促進します。 

⚫ 生涯学習関連事業を幅広く知ってもらうため、様々な手法で学習情報の提供に努めます。 

 

２ 活力ある持続可能な地域づくりに向けた人財の育成 

⚫ 生涯学習で学んだ成果を、仕事や地域で活かす仕組みづくり・活動支援に努めます。 

⚫ 学びを地域づくりに活かす実践者やコーディネーターの養成を促進します。 

⚫ 各種生涯学習団体や地域との交流による団体間のつながりづくりを支援します。 

 

３ 学校・家庭・地域の協働による教育力の向上 

⚫ 学校・家庭・地域が連携・協働し、子どもを育む仕組みづくりや教育活動の充実に努めます。 

⚫ 家庭教育支援、青少年体験活動の充実を図ります。 

⚫ 家読の推進と子ども読書活動の推進に努めます。 

 

４ 社会教育推進のための基盤整備 

⚫ 誰でも気軽に学習できる場の実現のため、社会教育施設の設備改修及び機能の充実に努め

ます。 

⚫ 図書館の利便性の向上のため、インターネット蔵書検索や予約システム導入等の基盤整備に

努めます。 

⚫ 学びの場の拡充と充実のため、情報技術などを活用した環境づくりに努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

学習機会の提供 講座数 54 54 

図書館利用の推進（資料貸出人数） 人 7,147 7,500 
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（３）スポーツの推進 

 

 

１ ジュニア世代からスポーツに親しむ機会の充実が求められています 

⚫ 少子化による遊び仲間の減少やインターネットなどの普及により、子どもたちが外で遊ぶこと

やスポーツ活動の時間が減少していることが懸念されています。 

⚫ 子どもたちが幼年期から様々なスポーツの魅力や楽しさを体験する機会の充実が必要にな

っています。 

⚫ 学校と地域が連携して子どもたちの学校内外におけるスポーツ環境の充実が求められてい

ます。 

 

２ ライフステージに応じた活動の推進や環境の充実が求められています 

⚫ それぞれの目的や興味、体力、生活環境などライフステージに応じたスポーツ活動や運動習

慣の促進と環境の充実が求められています。 

⚫ 高齢者が体力や健康状態に応じて気軽に運動に親しむことのできるような環境づくりに努め

る必要があります。 

⚫ 競技スポーツに限らずスポーツ環境の充実として「支えるスポーツの促進」が求められる中に

おいて指導者の確保と育成が重要となっています。 

 

３ スポーツ競技力の向上のための推進体制が求められています 

⚫ 県大会をはじめ東北、全国大会に出場し活躍する選手の育成強化に係る体制づくりを推進し

選手を支援していくことが求められています。 

⚫ スポーツイベントや講習会など通じてスポーツへの関心や興味、さらには参加意欲を高め自

らの行動を促すことで競技力の向上に努めていく必要があります。 

 

４ スポーツ施設の老朽化が進んでいます 

⚫ 町民が安全・安心してスポーツ施設を利用できるよう施設の適正な維持管理と充実を図る必

要があります。 
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「する・観る・支える」の視点から 

スポーツに親しむ環境づくりをめざす！ 
 

 

１ 『するスポーツ』の環境づくり 

⚫ 生涯にわたりスポーツに親しむために幼年期から高齢者まで、様々なスポーツの楽しさや魅

力を感じる機会の創出に努めます。また、関係機関や団体との連携に努めます。 

⚫ 学校と地域が連携したスポーツ活動の体制づくりや支援に努めます。 

⚫ 様々なスポーツに対応できるよう設備の充実を目指すとともに、スポーツ施設の適正な維持

管理に努めます。 

⚫ ライフステージに応じたスポーツ活動や運動習慣の促進に努めます。 

⚫ 競技力の向上をもって県大会や東北・全国大会レベルの大会に出場し活躍できる選手の育

成強化に資する事業の推進に努めます。 

 

２ 『観るスポーツ』の環境づくり 

⚫ 当町で開催される様々なスポーツ大会やスポーツイベントなどの周知や当町出身の選手が

世界の舞台で活躍する大会についてパブリックビューイング開催などで、観るスポーツの環

境づくりに努めます。 

 

３ 『支えるスポーツ』の環境づくり 

⚫ 指導者の発掘と確保、育成に努めスポーツ活動の推進や競技力の向上、更には運動習慣の

促進に係る環境づくりを促進します。 

⚫ 各種目の指導者間の情報交換できる場の提供に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

スポーツ振興に係る組織（団体）の新設数 団体 0 1 

町スポーツ団体（スポ少／スポ協）数の維持 団体 30 30 
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（４）文化・芸術活動の推進 

 

 

１ 歴史や文化を保存・伝承していく必要があります 

⚫ 国指定重要文化財「土偶・赤漆塗木鉢」や日本遺産を始めとし、地域の歴史や伝統が息づく

多様な文化財が先人たちから継承されており、引き続き後世に継承していく必要があります。 

⚫ 一方で、少子高齢化や社会情勢の変化を背景に、文化財保護や民俗芸能を行う人財不足が

懸念されており、人財育成に関する取組を推進していく必要があります。 

 

２ 団体の活動支援とまちづくりへの活用を促進していく必要があります 

⚫ 中央公民館・図書館における文化・芸術に関する自主サークル等の主体的な学習活動が活

発であり、各種活動の支援を引き続き行っていく必要があります。 

⚫ 自主活動サークル等が継続した活動を行うため、学びを地域に活かす場の提供や、学校教

育・各種社会教育・まちづくり活動に活かすための取組や体制づくりを推進していく必要があ

ります。 
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文化・芸術・歴史の保存・継承と、 

地域への活用をめざす！ 
 

 

１ 郷土を愛する心と人財の育成 

⚫ 郷土の歴史や文化・芸術を愛する心を育むため、子どもの頃からふるさとの歴史・文化を身

近に学ぶことができる学習機会の提供や環境づくりに努めます。 

⚫ 各種生涯学習や地域活性化へ歴史・文化・芸術を活用するため、人財の育成・支援、体制づ

くり、関係団体への情報発信を促進します。 

 

２ 歴史・文化・芸術の継承と活用 

⚫ 伝統芸能や文化財等の継承に向け、鑑賞や体験のできる機会の充実に努めます。 

⚫ 文化財や民俗芸能を後世に継承するため、人材育成や継承団体の活動支援を推進します。 

 

３ 郷土史資料や文化財の保存・活用の促進 

⚫ 郷土史に関連する資料の調査・収集・保存・公開・活用及び情報発信に取り組み、地域の文

化財等の保存に努めます。 

⚫ 地域の特色ある文化財等を活用した学習機会や体験活動の充実を図ります。 

⚫ 文化財の公有化や史跡案内板・施設等の適切な修理や整備、充実に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

文化少年団参加児童数 ％ 7 8 

文化祭舞台発表団体及び作品展示団体数 団体 36 36 

のへじ検定参加者数 名 22 30 
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（５）交流活動の推進 

 

 

１ 町内に在住する外国人が増えています 

⚫ 町内に在住する外国人数は、増加傾向にあるとともに、観光などにより本町を訪れる外国人

も増えつつあります。今後は、町民が外国人と触れあう機会も増加することから、国籍や文化

の異なる人々が、その違いを認め合い、対等な関係として共に生きていく多文化共生の社会

を実現していくことが必要です。 

 

２ 国内他地域との交流を推進しています 

⚫ 本町は埼玉県久喜市と友好都市協定を締結しています。 

⚫ 本町と香川県土庄町で公園同士の友好調印を締結しています。 

⚫ 本町では、国内での交流事業が少ない現状にあります。自然・歴史・文化の違いを体験する

ことで相互理解を深めることや防災での相互協力などを目的として、相互に有意義な交流が

出来る地域との国内交流事業を検討する必要があります。 
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多様な文化を理解し、 

交流が生まれ育つ社会をめざす！ 
 

 

１ 地域間交流活動の推進 

⚫ 子どもたちが、地域の人々とのふれあいや豊かな自然、伝統文化体験などの生活環境が異な

る地域間交流に努めます。 

⚫ 現在、別々で行われている子ども事業と高齢者事業を共催し、世代を超えた交流事業の展

開に努めます。 

 

２ それぞれの組織と連携した推進 

⚫ 子育てと女性の社会進出、女性に対する暴力の撲滅、農業においての女性参画など、それぞ

れの分野における組織と連携しながら共同参画の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

久喜市との地域間交流の開催 回 ４ ４ 
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基本目標４：住み続けたくなる生活環境 

（１）消防・防災・救急医療対策の強化 

 

 

１ 災害の防止、減災につながる基盤整備を行っていく必要があります 

⚫ 近年、集中豪雨などが極地化、頻発化の傾向にあることなどから、災害被害の最小化、減災

につながる社会基盤の整備が必要です。 

⚫ 防災情報の提供に努め、町民それぞれが状況に応じた避難行動等ができる環境整備を進め

る必要があります。 

２ 防災知識を普及していく必要があります 

⚫ 災害時には、個々人の自覚に根ざした防災行動・避難行動が求められることから、防災意識

の向上を図る必要があります。 

３ 「自主防災組織」などの組織化を進める必要があります 

⚫ 「自主防災組織」は７組織（令和２年４月現在）がありますが、組織率は世帯数ベースで約

37.3％にとどまっており、早急に組織化を進めていくことが求められています。 

４ 被災者支援体制を構築する必要があります 

⚫ 飲料水や非常食などの備蓄を計画的に進め、被災者の生活を支えられる体制を整えておく

必要があります。 

⚫ 災害時、自力で避難することが難しい高齢者や障がい者等が増加傾向にあります。個人のプ

ライバシーに配慮しつつ、要支援者を支援できる体制の整備が必要です。 

⚫ 新型コロナウィルスなど感染症対策を踏まえた避難所運営のあり方を構築していく必要があ

ります。 

５ 救急医療体制を整備しています 

⚫ 本町にはへき地医療拠点病院として「公立野辺地病院」があります。自治体運営の病院の医

師不足は深刻になってきています。青森県の医師不足解消に向けた取組に対して引き続き要

望していくとともに、広域で整備されている救急医療体制について広く町民に周知し、救急医

療を啓発していく必要があります。 
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町民の生命や財産を守るため 

地域消防力・救急体制の向上をめざす！ 
 

 

１ 消防体制の充実 

⚫ 町民から頼られる消防団を目指し、訓練の内容を見直しつつ、団員のスキルアップに努めま

す。 

⚫ 消防団員の確保については、女性や事業所なども含めて検討します。 

⚫ 広域消防団の維持を図ります。 

⚫ 病院前救護の最前線で多様化していく災害・事故・疾病に対応する為のスキルを日々磨き、

町民の声明を守る為に質の高い救急体制の向上を図ります。 

 

２ 防災・減災体制の充実 

⚫ 地域防災計画、国民保護計画及び国土強靭化地域計画について、必要に応じて適宜内容を

見直し、職員や関係機関で周知を図ります。 

⚫ 災害を未然に防ぎ、被害を最小限とするため、日頃から町民の防災意識の高揚を図るととも

に、防災訓練・避難訓練の実施を検討します。 

⚫ 各種ハザードマップの更新、周知活動や広報活動に加え、社会教育や学校教育と連携した啓

発活動を推進します。 

⚫ 防災用資機材、備蓄食料、避難所で使用する間仕切りや簡易ベッド等の充実を図ります。 

⚫ 災害時の避難場所について周知徹底するとともに、自主防災組織の強化・連携促進を図りま

す。 

⚫ 情報関連機器の活用についても検討し、非常時の情報連絡体制を強化します。 

⚫ 予防又、予防広報活動の更なる充実を目指し、SNS等の活用促進を図ります。 

 

３ 救急医療体制の維持 

⚫ 青森県や北部上北広域事務組合と連携して、救急医療体制の維持に努めます。 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

野辺地町消防団員数 人 201 210（定数） 

防災訓練実施回数 回／年 1 2 
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（２）防犯・交通安全対策の充実 

 

 

１ 犯罪が多様化しています 

⚫ 近年は犯罪が多様化し、詐欺などの知能犯が増加している状況にあります。 

⚫ 高齢者を狙った特殊詐欺や、悪質な訪問販売も増加しています。特殊詐欺などの手口は巧

妙化していることからその対策を推進する必要があります。 

 

２ インターネットなどを介した犯罪が増加しています 

⚫ 全国的に、ＳＮＳなどを介して、児童、生徒等が犯罪に巻き込まれる事例が増加しています。

児童・生徒を犯罪から守るための取組が求められています。 

 

３ 犯罪の起こりにくいまちづくりを進める必要があります 

⚫ 犯罪を防ぐためには、犯罪の起こりにくいまちづくりを進める必要があります。夜間などの犯

罪防止につながるまちづくりを進める必要があります。 

 

４ 交通事故を減らしていく必要があります 

⚫ 近年の交通事故件の総数や人身事故の発生件数は、減少傾向にありますが高齢者が被害

者となる事故の割合は増加傾向にあります。 

⚫ 高齢者の免許保有件数が増加していくことが予測されるため、高齢者の交通安全対策の推

進が必要になります。 
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町全体で交通安全意識を醸成し、 

高齢者や子どもにやさしいまちをめざす！ 
 

 

１ 交通安全活動 

⚫ 四季の交通安全運動を中心に年間を通した交通事故防止に努めます。 

⚫ 保育所・小学校等で交通安全教室を実施し交通安全の意識向上と交通ルールの周知に努め

ます。 

⚫ シートベルトの着用とチャイルドシートの着用の徹底及び飲酒運転の根絶に努めます。 

 

２ 防犯活動 

⚫ 交通安全教室を実施して、地域の特性に応じた交通事故防止の知識を身につけます。 

⚫ 交通事故の危険個所や防犯の問題上の場所について、安全マップを作成して、保護者や関

係者に配布します。 

 

３ パトロール 

⚫ 防犯パトロール車の有効活用と効率的な運用に努めます。 

⚫ 学校・保護者・地域ボランティアや警察等関係機関による安全対策推進体制の整備をさらに

推進します。 

⚫ 防犯ボランティア、保護者等による登下校時のパトロール、こども 110番の家等の拡大に努め

ます。 

 

４ 交通安全施設の整備 

⚫ 交通安全を目的とした施設の設置を積極的かつ計画的に実施します。 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

交通事故死亡事故の件数 件 0 0 
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（３）道路及び公共交通の整備・充実 

 

 

１ 道路・橋梁の安全な維持管理をしていく必要があります 

⚫ 道路整備については、町民からの要望に十分対応できていない状況があります。冬期の除雪

作業を含め、今後の維持管理について検証する必要があります。 

 

２ 費用対効果を反映した道路整備を推進していく必要があります 

⚫ 新たな道路の整備や既存道路の改良を着実に進めていくためには、効果の高い路線から優

先的に整備するなど、財政規模と連動した計画性が必要となります。 

⚫ 市街地の狭隘道路では、側溝蓋の整備や待避所の設置、電柱の移転など、歩行者の安全空

間の確保に努める必要があります。 

 

３ 災害に対応できる道路網を整備していく必要があります 

⚫ 近年、集中豪雨等が発生した場合に道路が寸断されるケースが全国的にみられることから、

孤立集落の発生や、避難や物資の輸送に支障が出ないよう、災害の発生を予測した道路網

の整備が必要となっています。 

 

４ 河川環境、景観を維持していく必要があります 

⚫ 河川には、良好な景観の創出、動植物の生息・生育環境の保全、農業や工業用水供給などの

役割があることから、町民や企業、行政などが一体となってその保全に努める必要がありま

す。 

 

５ 公共交通の利用者が減少しています 

⚫ 人口減少やマイカーの普及により、公共交通の利用者は減少傾向にあります。このままの状

態が続けば、既存の公共交通網の維持存続が困難になることから、一層の利用促進を図る

必要があります。 
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だれもがいつでも安心して 

快適に利用できる道路網をめざす！ 
 

 

１ 公共交通の利便性の向上 

⚫ 路線バスの毎日運行の継続及び利用者に喜ばれる路線バスの運行に努めます。 

⚫ 野辺地駅の利用者数の把握と観光事業とタイアップした町への来訪者の増加を目指します。 

⚫ 高齢者の町内外への外出や近隣へのアクセスの向上を目指し、新たな交通手段の検討を行

います。 

 

２ 計画的な道路網の整備 

⚫ 町全域での基幹となる幹線町道を整備することにより、周辺域の活性化が図れるとともに、隣

接市町との連携が強化されるよう関係機関と連携した幹線道路網の整備を行います。 

 

３ 身近な道路の整備・充実 

⚫ 地域からの要望については、実施計画に基づき優先度の高い事業から整備を進めていきま

す。 

 

４ 道路ストック対策の推進 

⚫ 既設の道路や橋梁などの状況を的確に把握しながら、計画的な修繕・補修を実施し、安全で

快適な道路環境を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

バス利用者５路線の平均乗車密度 人 2.72 R1 より利用増加 

道路整備（規格改良） ％ 47.1 50.0 
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（４）上水道の維持・整備 

 

 

１ 施設の老朽化対策が必要です 

⚫ 本町の水道施設の多くが建設から相当年経過しており、今後、給水設備などの大規模な更新

が必要となってきます。 

 

２ 災害に強いライフラインを整備していく必要があります 

⚫ 水道は、町民生活を支える最も基盤となる施設ですが、災害時の断水などに常に備えておく

必要があります。今後も、地震や風水害などの発生が考えられることから、災害に強いライフ

ラインとする取組が必要です。 

 

３ 料金収入の減少が見込まれます 

⚫ 人口減少が進んだ場合、水道料金収入が減少することが想定されます。料金体系や維持管

理も含めた経営体制について引き続き検討を行う必要があります。 

 

４ 未普及地域を解消していく必要があります 

⚫ 山間部等、町内においても上水道の整備がなされていない地域もありますが、管路による整

備のみならず、地域の実情に応じた安全な水の供給について検討していく必要があります。 
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快適な生活環境を確保し、 

より美しい水環境をめざす！ 
 

 

１ 強靭な水道供給体制の構築 

⚫ 既存の施設の耐震化を図るとともに、災害時でも運転が可能な施設整備を図ります。また、

将来も持続可能な水道とするため、近隣事業体との研究等を行います。 

 

２ 効率的な運営体制の構築 

⚫ 財政基盤の強化と健全な経営体制の確立を図るため、料金改定に取り組みます。 

⚫ 漏水の解消を図り、有収率の改善を図ります。 

３ 安定した水の供給 

⚫ 配水管などの給水設備の老朽化が進んでいることから、計画的な施設更新に取り組みます。 

⚫ 安定した施設管理のため、機械・電気計装設備や老朽化した管路等の更新を進めます。 

 

４ 未普及地域の解消 

⚫ 未普及地域においても、安全な水が安定的に提供される支援に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

有収率 ％ 77.81 85.00 

水道料金収納率（現年度） ％ 97.40 98.00 
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（５）土地の有効利用 

 

 

１ 適切な土地利用を推進していく必要があります 

⚫ 今後の少子高齢化、人口減社会に適応した本町の望ましい将来像の実現に向け土地利用計

画等の見直しを含め、豊かな自然環境を保全し、居住環境と営農環境等との調和形成を図り、

地域特性に応じた秩序のある適切な土地利用を検討して行く必要があります。 
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秩序ある土地利用を促進し 

土地の有効活用を進めます！ 
 

 

１ 調和のとれた土地利用の推進 

⚫ 現状の土地利用を反映した土地利用計画を示し、長期的視点に立って調和のとれた土地利

用に努めます。 

 

２ 野辺地駅周辺の整備 

⚫ 野辺地駅は下北半島縦貫道路と並び野辺地町の玄関口であるため、駅前広場の環境整備

を推進します。 

 

３ 優良農地の保全 

⚫ 土地改良事業を実施し、優良農地の保全に努めます。 

⚫ 人・農地プランの実質化と、担い手農家等への利用集積をすすめ、不耕作地となる農地が発

生しないよう取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

荒廃農地解消面積 ha 0 15（累計） 
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（６）住環境の改善 

 

 

１ 町営住宅の老朽化対策が必要です 

⚫ 町営住宅は、建設から相当年を経たものが多くなっており、良好な住環境づくりのために、町

営住宅の耐久性の向上と維持管理のための設備等の改修が必要となります。 

 

２ 空き家対策を推進していく必要があります 

⚫ 本町の空き家率は 3.54％で、県や全国を上回っており、世帯数が減少傾向にあるなか、今後

も増加が見込まれます。空き家バンクの活用や、移住者向けへの情報提供など、積極的に活

用を図る必要があります。 

 

３ 情報通信を取り巻く環境が変化しています 

⚫ 国では、経済発展と社会的課題の解決を両立する社会の実現に向けて「Ｓｏｃｉｅｔｙ 5.0」が提

唱されており、光ファイバ網の活用や「５Ｇ」など新たな通信技術、ＡＩ、ＩｏＴ技術の利用などが

想定されます。今後の国の動向に注視していく必要があります。 
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必要な人に住居を安定供給し、 

快適にコミュニケーションできる環境をめざす！ 
 

 

１ 公園の管理・整備 

⚫ 公園は、子育て世代の貴重な遊び場となっているため、公園管理と遊具の点検・改修を行い

ます。 

 

２ 災害に強いまちづくり 

⚫ 地震による住宅倒壊並びに、急傾斜地の崩壊による住宅災害から、生命・財産を守るため、

木造住宅及びブロック塀の耐震診断や急傾斜崩壊対策工事を支援します。 

 

３ 空き家の活用と移住の促進 

⚫ 空き家・空き店舗バンクの利用促進を図るとともに、交通の利便性を広くＰＲし、ベッドタウン

としてのまちづくりを総合的に推進します。 

 

４ 光ファイバ網の安定した管理・運営 

⚫ ５Ｇ空間の整備を推進し、高速で安定した情報通信網の整備に努めます。 

 

５ 光ファイバ網の利活用 

⚫ 国が進めるＳｏｃｉｅｔｙ５．０を踏まえ、市内で情報通信サービスが活用できるＷｉ－Ｆｉ環境の整

備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

町営住宅の長寿命化改修棟数 棟 2 4（累計） 

空き家・空き店舗バンク登録件数 件 0 5（累計） 
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（７）合併処理浄化槽の普及・推進 

 

 

１ 汚水処理人口普及率の向上が必要です 

⚫ 町内に現存する老朽家屋等で、現在も汲み取り式の汚水処理を行っているなど、汚水処理人

口普及率向上のため、さらなる啓発が必要です。 

 

２ 単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が必要です 

⚫ 本町の水洗化率の約２６％を占める単独処理浄化槽（みなし浄化槽）について、家庭からの

雑排水による水質環境の向上を図るため、合併処理浄化槽への積極的な転換が必要です。 
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合併処理浄化槽の普及、単独処理浄化槽からの転換 

を図り汚水処理人口の向上を図る！ 
 

 

１ 環境汚染や公害発生の防止 

⚫ 水質汚濁の主因となっている家庭雑排水の浄化対策として、合併処理浄化槽への転換を支

援します。 

⚫ 町民の日常生活から発生する家庭雑排水による水質汚染の防止を図るため、町民の意識啓

発のための PR活動に努めます。 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

合併処理浄化槽普及率 ％ 61.77 73.70 
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基本目標５：活用して保全する環境 

（１）自然環境の保全と再生可能エネルギー 

 

 

１ 自然環境 

⚫ 本町は海や山などの自然豊かな環境があり、観光分野では大きな資源となっています。今後

も経済活動との調和を図りながら、維持していく取組が必要です。 

⚫ 環境負荷の少ないエネルギーとして太陽光や太陽熱の利用を促進してきましたが、地域特性

を活かした新たな再生可能エネルギーの利用を推進する必要があります。 

 

２ 環境に対する意識を啓発していく必要があります 

⚫ 地球温暖化や海洋プラスチックゴミの問題などを背景として、町民の環境に対する意識啓発

を推進していく必要があります。 

 

３ 生態系を巡る課題 

⚫ 全国的にも稀少な動植物が多数生息しています。しかし、地球温暖化や経済活動の進展など

に伴って生息数の減少しているものもあります。これらの保護保全に向けた取組が必要とな

っています。 
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地域資源を利用した再生可能エネルギーを活用し、 

持続可能な低炭素社会をめざす！ 
 

 

１ 環境負荷の少ない社会の実現 

⚫ 本町の恵まれた環境を守っていくためには、町民一人ひとりが環境に対する高い意識を持つ

ことが必要です。環境へ理解を高めるための啓発活動を積極的に進めます。 

⚫ 次代を担う子ども達へ対する環境教育を充実させ、学校や家庭、地域の中での自然環境や

省資源、省エネルギーなどに対する意識を向上させる取組を進めます。 

⚫ 地球規模で温暖化が進む中、環境負荷が低い社会を築くことが求められていることから、こ

れまで以上に再生可能エネルギーの導入を推進します。 

⚫ 化石燃料に頼らない、風力発電や太陽光発電等のクリーンエネルギーの導入促進に努めま

す。 

２ 循環型資源の活用 

⚫ 本町にとって海・山といった自然資源は、地域資源として本町の活性化に大きな役割を果たし

ています。循環型の資源である海や森林の積極的な活用を図ります。 

３ 自然景観の維持 

⚫ 町内の農地は遊休農地化や荒廃が進んでおり、地域の自然景観を損ねるだけでなく、治水や

防災といった公益機能も失われつつあります。農業者や土地所有者だけでは解決できない

問題になりつつあることから、農地の集約化や営農組織による耕作への転換に取り組みま

す。 

⚫ 町内の河川では、樹木や雑草の繁茂が進んでおり、景観への影響だけでなく、有害鳥獣の営

巣地となるなど他方面へも影響が及んでいます。町民だけでなく町外からの来訪者が多く目

にする景観であり、関係機関と連携してその改善に向けた取組を進めます。 

４ 稀少動植物の保護 

⚫ 本町の自然環境が育んできた稀少な動植物の保護に向け、町民や関係団体と協働した取組

を進めます。 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

民間資本による大型の再生可能エネルギー

の新規誘致事業所数 
事業所 0 1 
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（２）廃棄物処理とリサイクルの推進 

 

 

１ 家庭ごみを減らしていく必要があります 

⚫ 家庭ごみの排出量は１人当たりの排出量が多く、さらなるごみの減量化が求められています。 

⚫ 資源としての再利用を推進する取り組みが必要です。 

 

２ 廃棄物処理施設の老朽化対策が必要です 

⚫ 一般廃棄物最終処分場の老朽化に対応するため、長寿命化計画を策定し施設の延命化を図

っています。今後の財政負担等も踏まえた対策を検討していく必要があります。 

 

３ 不法投棄を減らす対策が必要です 

⚫ 空き地や河川敷、森林へのごみの不法投棄などに対する苦情が寄せられています。不法投棄

防止の取組を推進する必要があります。 
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環境意識の向上に努め、ごみ減量化による 

循環型社会をめざす！ 
 

 

１ ごみの不法投棄の防止 

⚫ 不法投棄の監視を強化し、ごみの不法投棄の防止に努めます。 

⚫ 環境美化運動への意識の向上を図るため、町内一斉清掃の実施に努めます。 

 

２ ごみの適正な処理 

⚫ ごみの分別、再資源化など適正処理の推進に努めます。 

 

３ ３つの「きる」9運動の推進 

⚫ 食品ロスの削減により生ごみの減量を図るため、３つの「きる」運動の普及を推進し、ごみの

減量化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

                                                             
9 ３つの「きる」とは、「食材は使いきる」、「作った料理は食べきる」、「生ごみは水気をきる」のことを指し、食品ロス削減と生ごみの

水切りへの取組を推進する運動のことです。 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

再生可能な資源のリサイクル ％ 10.6 16.0 

一般家庭可燃ごみ排出量 ｔ 2,592.66 1,905.85 
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基本目標６：メリハリのある行財政 

（１）協働のまちづくりの推進 

 

 

１ 活発な自治会活動を維持していく必要があります 

⚫ 現在、本町には 23 の自治会がありますが、自治会によって多少の違いはあるものの、ごみの

回収やお祭り、防災、環境、広報紙配布等の観点からも重要度は増しており、今後も活発な

活動が維持できるように支援していく必要があります。 

 

２ のへじ♡ファン ミーティングを継続していく必要があります。 

⚫ まちづくりの中心は町民です。町民が自らの町をどのようにしていきたいのかを考えるきっか

けとなる機会をつくることが役場の仕事であり、「のへじ♡ファン ミーティング」を開催していま

す。こうした取組を継続して実施するとともに、情報を共有しながら協働のまちづくりを進めて

いく必要があります。 

 

  

【町民参画・協働のまちづくりのため必要な取り組み】 

46.7
41.5

29.0

24.6

22.6

18.3

14.0

12.3

2.0

2.1

12.3

3.4

0 10 20 30 40 50 60

行政情報の提供・公開の充実

多くの町民の意見等を聞く広聴活動の充実

新たなまちづくりの担い手の育成・支援

まちづくりリーダーの育成

公募委員、パブリックコメントの充実

自治会組織の強化、活動支援

まちづくりに関する学習機会の提供

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動を活性化する仕組みづくり

町民参画･協働のまちづくりは必要ない

その他

わからない

無回答

（％）
n=756

資料：まちづくり総合計画策定のための町民アンケート調査結果報告書 
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自分たちの地域や町のことを 

自分たちで考え行動することをめざす！ 
 

 

１ 町民の声のまちづくりへの反映 

⚫ 「のへじ♡ファン ミーティング」、ホームページやＳＮＳ等へのメールを通して、町民の意見聴取

に努め、町民の声をまちづくりに反映するよう努めます。 

⚫ 各種計画や構想の策定の際には、パブリックコメントにより町民の意見を集め、計画や構想に

反映できるように努めます。 

２ 行政と町民による協働のまちづくりの推進 

⚫ 行政と町民が手を取り合い、お互いに支え合う協働のまちづくりを推進します。 

⚫ 各種団体の取組について、まちづくりの理念と合致する活動については、町民が主体となった

活動を支援します。 

⚫ 災害時等は、行政と関係機関、消防団や地域住民が連携をし、地域住民がその地域に住む

子どもや高齢者を守る自治意識の醸成に努めます。 

３ ボランティア活動の支援 

⚫ 社会福祉協議会のボランティア連絡協議会と連携し、ボランティア活動の支援に努めます。 

⚫ 災害時には、社会福祉協議会が窓口となり、ボランティアセンターの開設やボランティアの受

入れを行い、スムーズな災害ボランティアセンター運営に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

のへじ♡ファン ミーティングの開催数 回／年 ６回／年 ８回／年 

 



 
 

69 
 

 

（２）広報・広聴の充実 

 

 

１ 必要な時に必要な人が情報を得られるようにしていく必要があります 

⚫ 協働のまちづくりを進めていくためには、必要な情報が必要な人に行き届いている必要があ

り、はじめの一歩と言えます。こうした観点から、まずは情報提供のあり方を見直す必要があ

り、“検索”すればすぐに欲しい情報にたどり着くような情報の整理が必要です。 

⚫ 人権意識の啓発や男女共同参画を推進していく上でも、知りたいことを知りたいときに、知り

たい方法で“知る”ことができるよう、これまでの手法にとらわれずに事業を推進していく必要

があります。ＬＧＢＴや外国人など、近年の社会的動向を踏まえた対策も検討していく必要が

あります。 
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多くの町民の声に耳を傾け、 

適時・的確に情報を届けられる体制をつくります！ 
 

 

１ 「広報のへじ」の充実 

⚫ 町民の行政への関心を高めるため、広報紙に掲載する内容の充実や、町民に親しまれる紙面

づくりに努めます。その他の情報発信の方法として、ホームページやＳＮＳと併せて運用する

ことで、情報発信力の強化を図ります。 

２ 町ホームページについて 

⚫ ホームページは広報と並ぶ町の情報ツールとして、最新の町情報を常に町民へ提供できるよ

う、内容の充実に努めます。 

⚫ 町民が訪れて、見やすい、探しやすい、わかりやすいホームページの提供に努めます。 

３ 情報発信について 

⚫ ホームページとＳＮＳは、町内外へ最新の情報を提供する手段として、災害時だけではなく日

常的に閲覧してもらえるように内容の充実に努めます。また、災害時等において、正確な情報

を町民にいち早く提供できるように、ホームページとＳＮＳの周知・登録を図ります。 

４ ＰＲキャラクター「じ〜の」、「縄文くらら」の活用 

⚫ 町のＰＲキャラクター「じ〜の」や「縄文くらら」を活用し、町内外の各種イベントをとおして町の

ＰＲに努めます。 

⚫ 「じ〜の」や「縄文くらら」の啓発グッズを作成、配布し、より野辺地町を身近に感じてもらえる

よう町のＰＲに努めます。 

５ 広聴活動の充実 

⚫ 住民意向の把握などに努め、住民の声が行政に的確に反映されるよう広聴活動の充実を推

進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

町ホームページの閲覧アクセス全ページ数（年間）  回 494,278回 500,000回 

SNS（Ｆａｃｅｂｏｏｋ）の登録者数 人 約 60人 80人 
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（３）計画的・効率的な行財政運営の推進 

 

 

１ 歳入確保に努め歳出を抑制していく必要があります 

⚫ 歳入の確保について、公平性・公正性の観点から、滞納処分を引き続きしっかりと行っていく

必要があります。 

⚫ 使用料や手数料など、受益者負担の適正化を図っていく必要があります。 

⚫ ふるさと納税の推進や町有地・公共施設の活用等による歳入確保策について、先進事例を踏

まえた取組を行っていく必要があります。 

⚫ 企業誘致や移住促進など、減少する人口問題対策に対して税収の面からも対策を講じ、歳

入確保に努めていく必要があります。 

⚫ 役場内の仕事について、引き続き無駄を省き、ＡＩやＩｏＴ等の情報技術を活用した効率化を推

進し、行財政改革を実施して歳出抑制に努めていく必要があります。 

２ スマート自治体へ転換していく必要があります 

⚫ 平成 30年、総務省から「自治体戦略 2040構想研究会」の報告書が公表されました。この報告

では、我が国の 2040 年の最大の問題を「労働力の絶対量が不足」することとしています。人

口縮減時代のパラダイムへの転換が必要としており、スマート自治体への転換を喚起してい

ます。 

⚫ スマート自治体への転換条件としては、「破壊的技術（ＡＩ・ロボティクス等）を使いこなす」こと

と、「自治体行政の標準化・共通化」が挙げられています。 

⚫ かつての右肩上がりの経済成長が見込まれた時代の自治体運営は終焉を迎え、価値観や発

想を大きく転換していく必要があります。 

⚫ Society 5.0 で実現する社会は、IoT（Internet of Things）で全ての人とモノがつながり、

様々な知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出すことで、これらの課題や

困難を克服します。こうした社会変化に対応していくための取組が重要となります。 

３ ＳＤＧｓへの取組を推進していく必要があります 

⚫ 持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上の誰

一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓っています。 

⚫ 本町においても、役割を重要視し、ＳＤＧｓへの取組を推進していく必要があります。 
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長期的な視点のもと 

新たな技術や手法を取り入れ不断の改善をします！ 
 

 

１ 業務改革の推進 

⚫ 持続可能な行政運営の実現と行政サービスの質の向上を目指すため、事務事業の効果、優

先度、重要性などを検証し、経営的視点を取り入れた業務改革を推進します。 

⚫ 情報システムの適正な運用や事務フローの見直しなど、業務の更なる効率化に努めます。 

２ 職員の人材育成と定員管理 

⚫ 職員の政策立案や政策法務などの能力向上と地方創生の担い手にふさわしい人材の育成に

取り組みます。 

⚫ 人事評価制度の適正な運用を図るとともに、職員意識の向上と能力開発に努めます。 

⚫ 組織体制や分掌事務を常に点検し、定員適正化計画に基づき、適正な職員定数の管理に努

めます。 

３ 民間活力及びＩＣＴの活用推進 

⚫ 事務事業の民間委託や指定管理者制度の活用に積極的に取り組みます。 

⚫ 各種情報システムや自治体クラウドの導入など、業務の効率化・省力化とコスト削減を図るた

めのＩＣＴ活用を検討します。 

４ 健全財政の確立 

⚫ 事業の効果、優先度、重要性について検証を行いながら事業の重点化を進め、その必要財

源については国県等の補助制度を有効活用し、新たな財源の捻出に努めます。 

⚫ 受益者負担の適正化・公平性の観点から、使用料・手数料等の検証と見直しを行います。 

５ 公共施設等の総合管理 

⚫ 公共インフラや公共施設の最適な配置に向け、総合的かつ計画的な管理に努めます。 

⚫ 新庁舎については計画的に建設推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

経常収支比率 ％ 102.9 99.0 
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（４）広域行政の推進 

 

 

１ 広域行政体制の維持・推進 

⚫ 新たな高速交通機関の整備などに伴う町民の生活圏の拡大や生活・文化ニーズの高度化・

多様化や地方創生の実現の推進などにより、広域行政が担う役割はますます重要になってい

ます。 

⚫ 当町は、隣接する横浜町、六ヶ所村との２町１村で組織される「北部上北広域事務組合」に、

消防業務をはじめ、病院、一般廃棄物焼却場、斎場、福祉施設の運営等を共同処理させてお

り、消防業務に関しては、上十三地域４消防本部（十和田、三沢、北部上北、中部上北）により、

平成２８年４月からの消防指令業務共同運用の開始を目指して、デジタル指令台設備等の共

同整備を進めています。 

⚫ そのほか、「下北地域広域行政事務組合」においてし尿処理を、「上北地方教育・福祉事務組

合」において一部社会教育や社会福祉分野の事務事業を、また県内全市町村による「後期高

齢者医療広域連合」において医療保険事務を、それぞれ共同処理しています。 

⚫ 平成２４年１０月には、「上十三・十和田湖広域定住自立圏」の形成協定締結がなされ、中心市

である十和田市及び三沢市はもとより、近隣町村とも連携・協力しながら、人口定住を図るこ

ととなりました。 

⚫ 今後も、広域的な行政課題に対応していくため、既存の広域行政組織も活用しながら、事務

事業の共同化や連携強化を図り、スケールメリットを見出していくことが求められています 
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単独の自治体でできないことを 

広域行政でできるような体制を維持・構築していきます！ 
 

 

１ 広域行政の推進 

⚫ 広域行政の必要性や組織の役割などについて、町民への一層の啓発を図ります。 

⚫ 環境の変化や町民ニーズの多様化に対応した、広域的な組織体制の整備と施策の展開を図

ります。 

⚫ 上十三・十和田湖広域定住自立圏共生ビジョンに掲げる将来像の実現に向け、連携事業の

推進を図ります。 

⚫ 町政と広域行政とのさらなる連携を図り、行政運営と圏域の活性化に努めるとともに、構成市

町村として積極的な関与を果たしていきます。 

⚫ 観光、農林水産業振興、広域交通、土地利用など、広域的な重点課題での連携事業の推進

に努めます。 

 

２ 推進体制の強化 

⚫ 自治大学校研修や県実務研修などを通じて、行政職員間の人的交流を図るとともに、広域的

な重点課題の解決に向けて、関係団体やグループの相互交流を促進します。 

⚫ 既存の協同・連携事務事業の再編や、新たな協同・連携事務事業の実施に向けて研究を進

めます。 

⚫ あおもり移住・交流推進協議会等に参加し、移住・交流推進に向けて広域的に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

達成目標 

指標 単位 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７） 

広域行政の連携事業数 

（上十三・十和田湖広域定住自立圏） 
事業 32事業 現状値より増加 
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野辺地町町民憲章 
 

 

 

私たちの町は、恵まれた自然と先人より受けついだ文化の香りたかい町で

す。 

私たちは、心をあわせて「真実と友愛のあふれる明るく住みよい町」をつ

くるために、この憲章を定めます。 

 

一、私たちは 

烏帽子岳のような誇り高い文化と教育の町をつくります。 

一、私たちは 

野辺地川のような清い心と美しい町をまもります。 

一、私たちは 

十符ケ浦のような大きい望みとゆたかな町をめざします。 

一、私たちは 

愛宕山のような温かい福祉と健康な町をきずきます。 

一、私たちは 

人の和を大切にし活力のみなぎるまちづくりをすすめます。 

昭和５４年８月２８日制定 
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